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こどもの貧困対策について 

 

子どもの生活に関する実態調査の実施 

（１）子どもの生活に関する実態調査の概要 

 
◆調査期間  平成28年6月27日～7月14日           

◆調査対象  約6万世帯（92,000人） 

・大阪市立小学校5年生の全児童とその保護者（各約18,000人）       

・大阪市立中学校2年生の全生徒とその保護者（特別支援学校を含む）（各約18,000人）               

・市内認定こども園、幼稚園、保育所、一部認可外保育施設の5歳児クラスの児童の保護者（約20,000人）        

◆調査方法  

○無記名方式とし、学校園・保育所を通じ配付・回収 ⇒区別、地域別の地域性について把握 

○児童・生徒と保護者の回答を紐付け 

 ・個人が特定できないよう、調査票は無記名 

 ・調査票は児童・保護者それぞれを厳封 

 ・調査票には個人を特定できない番号を付番し、親子の回答票を紐付け 

⇒児童・生徒の生活習慣や学習環境について、世帯状況との関係性を把握 

◆調査内容  

・生活習慣   児童等（起床・就寝時間、食事の状況、放課後の居場所 など） 

            保護者（相談相手の有無、不安に感じること など） 

 ・学習環境   児童等（学校以外の学習、将来の夢 など） 

 ・その他     保護者（世帯の収入、家族構成 など） 

⇒貧困問題の検討に必要な事項を把握  
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（２）子どもの生活に関する実態調査スキーム 

 
① 物的資源や生活に必要な資源の欠如（現金やサービス、住宅、医療など） 
② ソーシャル・キャピタルの欠如 
 （つながりの欠如、近隣、友人との関係性、学校、労働市場への不参加など） 

③ ヒューマン・キャピタルの欠如 
 （教育レベル＞雇用の可能性＞自分の能力を労働力（稼働）に転換する能力の欠如） 

※学識者等の貧困研究における基本的な枠組み ⇒円が重なるところが困難を抱えた層 

 

 

（３）子どもの生活に関する実態調査配付・回収の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 調査票として回収したもので、有効回答数とは限りません。 

 

 
配付数 回収数※ 回収率 

小学５年生（児童・保護者） 18,098 14,672 81.1％ 

中学２年生（生徒・保護者） 17,984 13,497 75.1％ 

５歳児（保護者） 19,694 15,069 76.5％ 

不明（小・中学校の区別ができないもの） 
 

37 

合   計 55,776 43,275 77.6％ 
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